
 

 

発議案第７号  

 

八千代市議会委員会条例の一部を改正する条例の制定について  

 

上記の発議案を別紙のとおり地方自治法第１０９条第６項及び会議規則第１

４条第２項の規定により提出します。  

 

平成３１年３月１８日 

 

八千代市議会議長 林   隆 文  様 

 

 

 

 

提出者 議会運営委員長  林   利 彦    

 

 

  



 

 

提案理由  

本年４月１日から市行政組織の一部が改められることに伴い、常任委員会の

名称及び所管の変更をするため、所要の改正を行う。  

これが、本案を提出する理由である。  

 

  



 

 

八千代市議会委員会条例の一部を改正する条例  

 八千代市議会委員会条例（昭和４２年八千代市条例第２１号）の一部を次の

ように改正する。  

    「  

別表中  

１ 総務企画部の所管に関する事項  

２ 財務部の所管に関する事項  

３ 会計課の所管に関する事項  

４ 議会の所管に関する事項  

５ 選挙管理委員会の所管に関する事項  

６ 監査委員の所管に関する事項  

７ 消防の所管に関する事項  

８ その他，他の常任委員会の所管に属さない事項  

を  

                               」  

「  

１ 企画部の所管に関する事項  

２ 総務部の所管に関する事項  

３ 財務部の所管に関する事項  

４ 会計課の所管に関する事項  

５ 議会の所管に関する事項  

６ 選挙管理委員会の所管に関する事項  

７ 監査委員の所管に関する事項  

８ 消防の所管に関する事項  

９ その他，他の常任委員会の所管に属さない事項  

に改め，同表産業  

                           」  

都市常任委員会の項及び文教安全常任委員会の項を次のように改める。  

都市常任委員会  １ 都市整備部の所管に関する事項  

２ 上下水道局の所管に関する事項  

７人  

文教経済常任委員会 １ 教育委員会の所管に関する事項  

２ 経済環境部の所管に関する事項  

３ 農業委員会の所管に関する事項  

７人  



 

 

   附 則  

 （施行期日）  

１ この条例は，平成３１年４月１日から施行する。  

（経過措置）  

２ この条例の施行の際現にこの条例による改正前の八千代市議会委員会条例

（以下「改正前の条例」という。）の規定による産業都市常任委員会及び文

教安全常任委員会の委員長，副委員長及び委員である者は，それぞれこの条

例による改正後の八千代市議会委員会条例（以下「改正後の条例」という。

）の規定による都市常任委員会及び文教経済常任委員会の委員長，副委員長

及び委員になるものとし，その任期は，改正前の条例の規定による各常任委

員会の委員の残任期間とする。  

３ この条例の施行の際現に改正前の条例の規定により各常任委員会に付託さ

れている事件については，改正後の条例の規定により，当該事件を所管する

各常任委員会に付託されたものとみなす。  


